
（様式第１号）

長野県知事　様

下記制度融資を利用したいので、添付書類を添えて申し込みます。

（記入上の留意事項）

１

２

３ 別紙チェックリストは金融機関の担当者が記入してください。

＊ 第 号

年 月 日

様

地域振興局長 ㊞

年 月 日

市町村長 ㊞
（貸付利率 年 ）

＊（地域振興局使用欄）

本申込について、中小企業融資規程の定めるところにより
あっせんします。

金利:

資金使途

この申込に伴って収集する個人情報はこの申込に対応するとともに、中小企業経営指導及び分
析に資するために使用します。

資金名

申込金額

申込市町村

借入希望日

：イノベ枠 非該当

金融機関

法人名

氏名又は代表者名

商号（個人の方のみ記入）

月 日年

借入期間

融資あっせん申込書

万円

令和 年 月

（ 内訳 ：

：

太枠内のみ記入してください。＊印欄は記入の必要はありません。

＊本申込を適当と認め、保証協会等の貸付に付された
ときは、長野県中小企業融資保証料補給金交付要綱
（平成15年３月31日付14産振第608号）第３に規定する
補給金と同額を負担します。

）

設備資金

日

カ月据置

営業店

回月賦返済　（計

）

カ月）

(

市町村

受付印
地域振興

局受付印



（別紙）
チェックリスト

　県制度資金の申し込みにあたり、下記について確認しました。

（ ）

年 月 日 （ ）

（ ） （ ）

（ ）

年 月 日 （ ）

（ ） （ ）

（ ）

年 月 日 （ ）

（ ） （ ）

金融機関担当名：

確認事項 チェック 備考

長野県信用保証協会に事前相談を行っているか。
また、市町村（県）への提出書類に「信用保証委託申込書」及び「保証人
等明細」の写しは付けているか

申込資金もしくは資金使途ごとの「貸付限度額」を超えていないか
【中小企業融資規程実施要領　第13　資金別詳細２～５（２）】
【長野県中小企業融資制度のご案内　P01～07】

申込資金の「貸付対象者」に該当しているか
【中小企業融資規程実施要領　第13　資金別詳細２～５（１）】
【長野県中小企業融資制度のご案内　P01～07】

「貸付対象者」の項目が複数ある場合、どれに該当するか
【中小企業融資規程実施要領　第13　資金別詳細２～５（１）】
【長野県中小企業融資制度のご案内　P01～07】

「貸付条件」を満たしているか
【中小企業融資規程実施要領　第13　資金別詳細２～５（２）】
【長野県中小企業融資制度のご案内　P01～07】

万円

6

7

4

2-2

1-1

1-2

11

8

10

2-1

9

5 申込資金に支払い済みの資金を含めていないか

担保

万円

万円

「借換条件」を満たしているか
【中小企業融資規程実施要領　第13　資金別詳細２～５（５）】

補助金等の対象になっている設備の場合、融資申込額に補助金等の額を含
めていないか

（車購入の場合）事前に管轄する地域振興局商工観光課に確認済みか

申込日が属する年度中に融資実行が可能であるか
※市町村の窓口に申込書を提出してから、地域振興局のあっせんが行われるまでの標準的
な取扱日数は10営業日です。

（土地・建物の場合）開発許可、農地転用、林地開発、その他必要な許可
を得ているか

担保

借換元資金について以下記載　※②以下は複数口ある場合のみ記載

　申込年月日　 借入残高

②借換元資金

　申込年月日　

　責任共有保証 担保

　責任共有保証

③借換元資金

借入残高

借入残高

①借換元資金

　申込年月日　

万円

共通

※引用元を選択し、

3-2

決算後６か月以上経過している場合、
貸借対照表及び損益計算書（決算書）に加え、直近の試算表又は売上の推
移が確認できる書類を付けているか
※「新規開業予定者」を除く

※申込資金(使途)の

　ア、イ(ｱ)等を記載

：

　借入残高を記載

3-1
「申込書類」は揃っているか
【中小企業融資規程実施要領　第13　資金別詳細２～５（３）及び別表】
【長野県中小企業融資制度のご案内　P09～11】

借換

　責任共有保証



（様式第２号）

年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

下記のとおり正常運転資金額を確認いたしました。

◇貸借対照表を作成している場合（直近決算書の数値を入力）

年 月

◇貸借対照表を作成していない場合

金融機関本・支店名

　買掛金
（工事未払金含む）

中小企業振興資金（短期継続融資枠）運転資金確認票

長野県知事　様

　棚卸資産
（未成工事支出金含む）

　正常運転資金（Ａ）

　決算期
（単位：千円）

　売掛金
（工事未収入金含む）

当金融機関との与信取引が3年以上あることを確認しました。

　正常運転資金（Ｂ） ※月商2か月分

　申込額
（Ａ又はＢの範囲内）

　受取手形（割引除く） 　支払手形

　※融資又は保証審査において、資金必要理由、既借入状況等により、ご希望に添えない場合があります。

金融機関使用欄

※正常運転資金（Ａ）＝売掛金＋受取手形＋棚卸資産－買掛金－支払手形

※運送業等で売掛金・買掛金に相当するものが未収入金・未払金に計上されている場合、正常
　運転資金の算出に含めます。
※受取手形・支払手形には電子記録債権を含みます。

※短期継続融資枠の期日に借換を行う場合、その時
　の正常運転資金額の範囲内での借換となります。

◇申込額が正常運転資金額を超えている場合の理由（申込額算定根拠を具体的にご記入ください）

　月平均売上高



（様式第３号） 

 

消防団協力事業所表示制度確認申請書 

 

  年  月  日 

 

市町村長  様 

 （消防団主管課扱い） 

所在地 

企業名 

代表者名 

 

長野県中小企業融資制度 中小企業振興資金（しあわせ信州創造枠）の利用のため、消防団協

力事業所表示制度確認書の交付をお願いします。 

 

記 

 

１ 事 業 者 名 

 

 

２ 住 所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第３号の２） 

 

消防団協力事業所表示制度確認書 

 

  年  月  日 

 

（企業名） 様 

 

市町村長  印 

 

下記の者について、消防団協力事業所であることを確認しました。 

 

記 

 

１ 事 業 者 名 

 

 

２ 住 所 

 

 

３ 認定期限 

     年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（参考１） 

 

 



（様式第４号） 

 

第        号 

年   月   日 

 

      長野県知事          様 

 

                                                            

金融機関の長又は 

保証協会等の長         

 

 

貸 付 （ 保 証 ） 不 承 諾 書                     
 

 

      下記のとおり不承諾になりました。 

 

 

記 

 

 

１  あっせん申込者 

 

 

 

 

 

２  住          所 

 

 

 

 

 

３  資 金 名        

 

 

 

 

 

４  あ っ せ ん 額        

 

 

 

 

 

５  不 承 諾 理 由        

 

 

 

 

 



（様式第５号） 

第        号 

年   月   日 

 

       長野県知事           様 

 

金 融 機 関 の 長         

 

貸   付   承   諾   書 

 

 

      下記のとおり承諾しました。 

 

記  

 

資 金 名 企 業 名 貸付金額 貸付利率 貸  付  期  間 返  済  方  法 

    貸    付 

           月     日 

貸付期間 

            日又は月 

据え置き            日 

以    後      

毎    月            円 

最 終 回            円 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

 



(様式第６号）

保証協会等の名称

（単位：円）

受付市町村 企業名 資金名 保証日 保証金額 貸付金額 貸付利率 保証期間 毎月返済額 最終回返済額 金融機関 支店名

件数 : 合計 :

注）　受付市町村ごとに表を作成すること。

（受付市町村別保証承諾集計） （単位：円）

地域振興局 保証口数 保証金額 貸付金額

合計 :

保　証　承　諾　実　績　報　告　書

受付市町村

　年 　月分　



 

 

（様式第７号） 

第         号 

年    月   日 

 

    市 町 村 長    様 

 

地域振興局長   印 

 

制 度 融 資 の 貸 付 決 定 通 知 書                     

 

 

あっせん申込みのありました制度融資について、次のとおり貸付けの承諾がありました。 

 

記 

 

資 金 名 企 業 名 貸付金額 貸付利率 貸 付 期 間       返 済 方 法       金融機関名 

    

貸付     月  日 

貸付期間 

         日又は月 

据置          日 

以後毎月        円 

最終回          円 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

       

 

 

 

 



（様式第８号） 

融資あっせん取下げ依頼書 

  年  月  日 

 

 長野県知事 様 

 

 

所 在 地                

  企 業 名                

氏名又は代表者名            

 

 

  年  月  日付けで融資あっせん申込を行った（また、  年  月  日付

け  地商第  -  号によりあっせんが行われた※１）下記の融資資金の申込につい

て取下げます。 

 

 

記 

 

 

１ 申 込資金名    

 

２ 申 込 金 額           千円 

 

３ 資 金 使 途   設備資金 ・ 運転資金 （いずれかに〇をする。） 

 

４ 取下げの理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ カッコ内はすでに地域振興局のあっせんがなされている場合に記載 



（様式第９号） 

融資あっせん取下げ通知書 

  年  月  日 

 

 （申込者） 

（市町村長） 

（保証協会等の長） 

（金融機関の長） 

 

地域振興局長  印 

 

 

  年  月  日付けで融資あっせん申込が行われた（また、  年  月  日

付け  地商第  -  号によりあっせんを行った※１）下記の融資あっせん取下げ依

頼書を受理しました。 

つきましては、当該融資あっせんが取下げられたことをご報告します。 

 

記 

 

１ 申込者 

 

２ 所在地 

 

３ 申 込資金名    

 

４ 申 込 金 額           千円 

 

５ 資 金 使 途 

 

６ 取下げの理由 

 

 

 

 

 

 

 

※１ カッコ内はすでに地域振興局のあっせんがなされている場合に記載 

様 



（様式第 10 号） 

 

設 備 完 了 届                

 

 

年    月    日 

  長野県知事   様 

 

 

                                                住  所 

 

                                                企 業 名 

 

                                               氏名又は代表者名 

 

 

      年   月   日付であっせん申込をした               資金に係る事業が、下記の 

とおり完了しました。 

 

記 

 

 

 

設 備 名                                         

 

 

設 置 場 所                                         

 

 

設 備 額                    金                                  千円 

 

 

あっせんによる借入金額         金                                  千円 

 

 

代 金 支 払 日                             年        月        日 

 

 

（備考） ・設備設置完了後、速やかに申込地域振興局あて提出してください。 

・完了した内容がわかる書類を添付してください。 

 

＜完了した内容がわかる添付書類の例＞ 

購入物 添付書類 

物品購入 支払を証する書類（※） 納品書（明細を含む） 写真 

自動車購入 
支払を証する書類 車検証（所有者は申込人であること） 

写真（事業所名等の表示をした場合には、該当箇所部分も添付） 

不動産購入・建物新築 支払を証する書類 不動産登記事項全部証明書の写し 写真 

建物改修 支払を証する書類 契約書（請書） 工事施工前及び施工後の写真 

※支払を証する書類とは、領収書又は振込依頼書等の写し 



（様式第 11 号） 

 

信州創生推進資金の利用に関する報告書 

 

  年  月  日 

 

（金融機関名）      

（保証協会等名）   様  

長野県知事 

 

                     （認定経営革新等支援機関） 

  名称 

  所在地 

  代表者名 

  電話番号 

 

 

 下記のとおり報告します。 

 

記 

１ 中小企業者からの報告内容 

  報告日    年  月  日 

 

 

 

 

 

２ 認定革新等支援機関の対応等 

 

 

 

 

 

３ 改善点、事業計画どおり行かなかった理由等 

 

 

  



1 期目
（

年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期

　材料費

　労務費

　その他の製造経費

（その他経費のうち
　減価償却費）

（うち減価償却費）

　営業利益

※設備資金は２年を超える据置期間、運転資金は１年を超える据置期間を設定した場合、原則年１回、中小企業者は事業年度ごとに認定経営革新等支援機関に対し、計画の実行状況を
　報告すること。実行状況の報告時は、計画の下の矢印に、実際の進捗について矢印で記入すること。収支計画の実績欄は当該報告時に記入すること。

※事業内容に対応する実施期間を矢印で記入するとともに、必要に応じ各期に具体的実施内容を記入すること。なお、その期間を要する事象の背景についても内容を記入すること。

　販売費及び一般管理費

　売上原価

（計画） （実績） （計画） （実績） （計画） （実績） （計画） （実績） （計画） （実績）

収
支

(

損
益

)

計
画

　売上高等

4 期目 5 期目
か月）

４　据置期間中の次世代事業の内容、スケジュール及び収支（損益）計画（スケジュールは矢印にて記入すること）
（単位：千円）

事業内容
2 期目 3 期目



（様式第12号） 第　　　号

年(　　　年)　　月　　日

地域振興局長

　   　（単位：千円）

件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金額

設 備

運 転

計

設 備

運 転

小 計

設 備

運 転

設 備

運 転

設 備

運 転

小 計

設 備

運 転

小 計

設 備

運 転

小 計

設 備

運 転

設 備

運 転

設 備

運 転

小 計

設 備

運 転

小 計

設 備

運 転

設 備

運 転

設 備

運 転

設 備

運 転

設 備

運 転

小 計

設 備

運 転

小 計

設 備

運 転

小 計

設 備

運 転

 計

当 月 分 累    計

融　資　あ　っ　せ　ん　状　況　報　告　書　　（　　月分）　
産　業　労　働　部　長　様

区            分

申                込 あ    っ    せ    ん 貸                付

当 月 分 累    計

災 害 対 策

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 対 策

前月までの合計 当 月 分 累    計 前月までの合計

防 災 ・ 安 全 対 策

前月までの合計

事

業

展

開

向

け

下 記 以 外

小 規 模 企 業 発 展 資 金

経
営
健
全
化
支
援
資
金

経 営 安 定 対 策

特

別

経

営

安

定

対

策

下 記 以 外

東 日 本 大 震 災 復 興
支 援 又 は 危 機 関 連

小 計

計

経 営 改 善 サ ポ ー ト 資 金

計

信
　
州
 

創
 

生
 

推
 

進
 

資
 

金

創

業

支

援

向

け

下 記 以 外

イ ノ ー ベ ー テ ィ ブ 枠

小 計

事 業 承 継 向 け

IT 産 業 向 け

合　　　　　　　　　　　　　計

AI・IoT・ロボット

小 計

地

域

活

性

化

向

け

下 記 以 外

伝 統 的 工 芸 品 又 は
「からだに優しい食品」製造

小 計

企 業 立 地 向 け

ゼ ロ カ ー ボ ン ・
次 世 代 産 業 向 け

海 外 展 開 向 け



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 期 年 月 期 年 月 期

（様式第13号） （小規模企業発展資金）

事　業　計　画　書

１　申込要件（該当するか確認し、チェック）

従業員数
　常時使用する従業員が20人（商業又はサービス業は５人）以下
　※サービス業のうち「宿泊業」と「娯楽業」に限り、従業員数20人以下が対象

金額 　申込金額を含む信用保証協会利用残高が2,000万円の範囲内

２　現状及び成長・発展策

事業内容

売上高等、売上原価（仕入
高）、販管費の算出根拠、

増減要因等をご記入下さい。

　売上高等　①

材料費

　売上原価　②

１ 期目（　　か月）

現状・課題

具体的な成長・発展策

本資金導入による効果

３　収支（損益）計画 （単位：千円）

2 期目 3 期目

その他経費

労務費

（その他経費のうち
  減価償却費）

　販売費及び
　一般管理費　③

（うち減価償却費）

成長・発展策等に
係る所見

　営業利益
　（①－②－③）

      金融機関使用欄



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

２　売上高又は収益性の状況（上記１ 融資申込区分が「経済変動等」の場合に記載）

期前決算

自 年 月 年 月 年 月 年 月

至 ～ 年 月 ～ 年 月 ～ 年 月 ～ 年 月

年 月 ～ 年 月 ～ 年 月 ～ 年 月 ～

年 月 年 月 年 月 年 月

千円

倒産企業名（A) Aに対する回収困難な売掛債権等（50万円以上）

２期

％

売上高又は
収益性が向
上する具体
的根拠及び

効果

４　事業の経営向上計画

今期

％

千円

千円

３期

１　融資申込区分 （該当するものに☑）

千円

千円

％

増
減
率
等

※コロナの影響を受けている場合は☑、受けていない場合は記載不要

売上高又は
収益性の

推移見込み

３　倒産企業との取引状況等（上記１ 融資申込区分が「倒産企業への売掛債権等保有」の場合に記載）

経常利益

売上高

収益性

注）収益性＝経常利益÷売上高

千円

経営安定対策

（様式第14号）

経　営　向　上　計　画　書

売上高

収益性 ％％

翌期

注）上記２又は３の場合は、内容を確認できる書類を添付のこと

現状の問題
点・課題及
びその背景

具体的な
経営向上策

千円千円

千円

千円

千円

増
減
率
等

比較対象期
（前年同期等）

％

直近決算

千円

特別経営安定
対策

％

千円

現状
（最近３か月等）

％

セーフティネット保証５号・７号・８号

セーフティネット保証１〜４・６号 経済変動等（為替）

経済変動等（３か月） 経済変動等（決算期）

倒産企業への売掛債権等保有
経済変動等（災害）経済変動等（消費税引上げ） 経済変動等（１か月）

コロナの影響有※



（様式第14号の２）

年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

１　売上高又は収益性の状況（※内容を確認できる書類を添付のこと）

（貸付対象者ウの場合）

年 月 年 月 年 月 年 月

３　事業の経営向上計画（策定していない場合は記載不要）

年 月 ～ 年 月 ～ 年 月 ～ 年 月 ～

年 月 年 月 年 月 年 月

（物価高騰等の影響）

比較対象期
（前年同月）

％

千円

現状
（最近３か月のうち
いずれか１か月）

％

増
減
率
等

比較対象期
（前３か年のうち
いずれか同月）

％

現状
（最近３か月のうち
いずれか１か月）

千円千円

千円

現状の問題
点・課題及び

その背景

具体的な
経営向上策

（新型コロナウイルスの影響）

千円千円

売上高又は収
益性の

推移見込み

売上高

収益性 ％％

現状の問題
点・課題及び

その背景

経　営　向　上　計　画　書

（新型コロナウイルス対策用）

千円 千円

今期

経常利益

売上高

収益性

翌期

増
減
率
等

注）収益性＝経常利益÷売上高

２期 ３期

千円

千円

％

売上高又は収
益性が向上す
る具体的根拠

及び効果

２　新型コロナウイルス及び物価高騰等の影響

％

千円千円

％



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月

年 月 日

年 月 日

　転倒防止策が必要な
　理由

１　耐震補強（診断）する施設の概要（１，２のいずれかを記入）

所在地
耐震補強
（診断）
を行う施
設の概要

（様式第15号） （経営健全化支援資金　防災・安全対策）

事　業　計　画　書

（　事業用建築物の耐震補強、機械等の転倒防止を図ろうとする方　）

設備等の種類

転倒防止
を図る設
備等の概
要

耐震診断実施（予定）日

耐震診断結果の概要
（耐震補強実施の場合

のみ記入）

耐震診断実施（予定）者

設備の設置
場所

施設の用途

建築年月

構造

階建て
延べ床
面積

㎡

2　転倒防止を図る設備の概要（１，２のいずれかを記入）

３　耐震補強改修工事又は転倒・転落防止措置の概要（耐震診断実施の場合は記入不要）

　工事等の内容

　工事等完了予定日



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月

年 月 日

（様式第15号の２）

　名称

防火安全
対策を行
う施設の
概要

（経営健全化支援資金　防災・安全対策）

事　業　計　画　書

（　旅館業を営む方で、宿泊施設の防火安全対策を講じようとする方　）

階建て
延べ床
面積

㎡

１　防火安全対策を講じようとする施設の概要

　所在地

　構造

　建築年月

　設備改修等の
　完了予定日

2　防火安全対策のための設備改修等の概要

　設備改修等の内容

　防火安全対策を講
　じようとする理由



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 日

年 月 日

１　流出事故防止対策の概要

　流出事故防止対策を
　行う施設の名称

（経営健全化支援資金　防災・安全対策）

事　業　計　画　書

（　石油製品が貯蔵された地下タンクの流出事故防止対策を講じようとする方　）

（様式第15号の３）

　所在地

　地下タンクの概要
　（構造、容量、
　タンク外面の塗覆
　装の種類等）

　設置年月日

　流出事故防止対策を
　講じようとする理由

2　地下タンクの流出事故防止対策工事等の概要

　工事等の内容

　工事等完了予定日



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

被害状況等項目

建物

設備等

電気

対策後のレベル 必要資金額

ガス

水道

通信

（単位：千円）

対策項目 現状の対策レベル

３　２に基づく事業継続のための対応策

事業継続計画策定対象
となる災害及び事業継
続計画策定の目的
（事業継続計画の策定の場合は、
この欄のみの記入でよい。以下
２，３も記入不要）

　重要業務

　重要業務を継続する
　ため必要な経営資源

　中核業務の目標復旧
　時間

2　想定される被害状況又は電気、ガス等インフラの復旧までの想定時間

　中核業務

（様式第15号の４）

１　事業継続計画の概要

（経営健全化支援資金　防災・安全対策）

事　業　計　画　書

（　事業継続計画の策定又は事業継続計画に基づく対策を講じようとする方　）



※１ 法人設立（予定含む）の主体的な発起人が、代表者と異なる場合にご記入ください。

※２ 法人設立（予定含む）の場合には主体的な発起人についてご記入ください。

ウ　土地・店舗を賃借するための権利金・敷金支払済みである。
エ　商品・原材料の仕入を行っている。
オ　事業に必要な許認可を受けている。
カ　事業に必要な許可等取得未了（許可等取得見込み（申請状況や取得予定時期等）を具体的に記入してください。）

資本金（法人）
（予定含む）

発起人（※１）

　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

許　可　等
（許可等取得が必要な場

合） （許可・免許・登録・認証の別を記入） (取得すべき許可等の根拠法を記入((例）食品衛生法））

日月年

（種類） （根拠法）

人

人

（　　人）

パート・
アルバイト

開業動機・目的

円

（

月

 開業に必要な経験
（知識、技術、ノウハウ
の習得、資格等）

イ　土地・店舗を取得するための頭金等支払済みである。

業　　　種
（取扱品・サービス）

出資者・出資額
（法人設立予定の場合）

（ ）

創業時、申込時において、他の事
業を営んで（ いる・いない ）

ア　設備機械器具等発注済である。

従業員数
（うち家族）

開業届出（個人）
設立登記（法人）

 外 部 環 境
（業界動向、競合状況、
立地環境等）

 強 み
（セールスポイント、他
社との差別化等）

 事業協力者
(相談者、チェーン本部等)

年

２　創業準備の着手状況　〔下記の該当事項に○印を付けてください。〕

他の事業との兼務
状況（※２）

創業前の職業、
勤務先等（※２）

開業(予定)年月日
設立(予定)年月日

日

１　事業概要

開  業  形  態 個人事業　・　法人事業

電　話

住 所

会 社 名

氏名または
代 表 者 名

）

商　号（個人）
設立予定の法人名

〔申込人〕

有　　・　　無

（様式第16号）

創 業 計 画 書

開業(予定)住所

の申込みにあたり、以下のとおり創業
計画を提出します。

キ　その他（具体的にご記入ください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



※投資計画と調達方法の合計金額は一致します。

投資計画 金額（千円）

１期目（  ヶ月）

現金・売掛・手形

人件費※

地代家賃

水道光熱費

（その他）

売上原価　②
（仕入高）

経
費

合計　③

２期目

（人件費・賃金等）

支払利息

売上高等　①

（その他）

有価証券

合　計（③＋④）合　計（①＋②）

年　月期 年　月期

利益（①－②－③） ※個人事業の場合、人件費には事業主分は含めません。

（本件）

④　借入金 計

（その他の資金）

年

年

主な仕入先・外注先

４　販売先・仕入先

千円

年

千円

現金・売掛・手形千円

千円 年 千円

金額（千円）

（不動産取得・敷金・入居保証金）

（改装費）

（機械設備、什器備品など）

預
金
以
外

②　運転資金 計

（商品・原材料等の仕入資金）

運
転
資
金

①　設備資金 計

調達方法

３　必要な資金及び調達の方法

設
備
資
金

借
入
金

金
融
機
関
等

親
戚
・
知
人
等

主な販売先・受注先 販売・受注予定額 回収方法

５　収支（損益）計画　

売上高、売上原価（仕入高）、経費を計算された
具体的な根拠をご記入ください。

自
己
資
金

③　自己資金 計

(預け先）

現金・買掛・手形

預
金

現金・売掛・手形 現金・買掛・手形

年 千円

仕入・外注予定額 支払方法

年

現金・買掛・手形

千円 千円



※ 現在負担している非事業性を含む借入金等で、今回の資金調達計画によるもの以外をご記入ください。

(経営者本人が負担している借入金、保証債務も含みます。）

非
事
業
性

住宅ローン

７　その他（計画に関する補足説明がありましたらご記入ください）

残存返済期間
（ヶ月）

借入残高
（千円）

事
業
性

借
入
金
等

年間返済額
（千円）

資金使途 借入先

６　借入金等状況



 

（様式第 17 号） 

創 業 計 画 に 関 す る 意 見 書 

年  月  日 

計 画 者 

住 所  

名称及び代表者名  

計画に関する 

意 見 

開 業 準 備 状 況 

 

 

 

 

当初運転資金計画 

 

 

 

 

設 備 計 画 

 

 

 

 

資 金 調 達 計 画 

 

 

 

 

収 支 計 画 

 

 

 

 

販 売 ・ 仕 入 先 

 

 

 

 

そ の 他 助 言 事 項 

（ 税 務 ・ 労 務 等 ） 

 

 

 

 

創 業 計 画 の 妥 当 性 

（ 総 合 評 価 ） 

 

 

 

 

 

相 手 先 実 地 調 査 日  

団体等名・経営指導員等名  

※事業に着手していることが客観的に明らかであれば、本用紙作成は不要。 

 

 



（様式第18号）

１ 収支（損益）計画　

２ 資産・負債の伏況 ※別途、貸借対照表を添付する場合は記載を省略できます。

※個人事業主の場合には非事業性の資産（住宅等）および負債（住宅ローン等）を含めてご記入ください。

３ その他（今後必要とする事業資金、計画に関する補足説明がありましたらご記入ください。）

（その他）

金額（千円）負債・純資産資　産

利益（①－②－③）

流
動
負
債

流
動
資
産

買掛金

機械装置
固
定
資
産
・
そ
の
他

現金・預金

受取手形

（その他）

（その他）

【　　年　　月期】

売上高等　①

売上原価(仕入高）　②

人件費

実績（　か月）

敷金・保証金

車両運搬具

建物・構築物

土地

売掛金

原材料・商品

経
費

計画（　か月）

地代家賃

水道光熱費

（その他）

年

支払利息

合計　③

（その他）

資産合計

月 日

【　年　月　日現在】

短
期
借
入

資本金純
資
産

氏名または
代 表 者 名

金額（千円）

１期目【　　年　　月期】

合計

２期目

収支等計画書

利益その他

負債・純資産合計

（その他）

固
定
負
債

長
期
借
入

住 所

（その他）

会 社 名

千円千円

（借入先）

千円 千円

（借入先）



（様式第19号）

年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

１　対象となる県の創業支援施策

２　創業計画の概要 ※別途、創業計画書を添付する場合は記載を省略できます。

人

地域振興局使用欄

施策を受けた
期間等

開業（予定）年月日

（信州創生推進資金　創業支援向け）

（イノベーティブな創業の活発化を図ろうとする方）　

※いずれかに☑。対象者であることを確認できる書類を添付してください。

　信州創生推進資金（創業支援向け）（イノベーティブ枠）の利用のため、下記のとおり
対象者であることを確認しました。

記

創業支援施策対象者確認票

創業支援施策
の名称

事業内容

名称・商号

所在地
（開業予定地）

業種 従業員数

信州アクセラレーションプログラムの支援対象事業者

信州ベンチャーコンテスト及び信州ベンチャーサミットのプレゼンテーション発表者

地域課題解決型創業支援事業の支援対象事業者

⻑野県創業支援センターの支援対象事業者

エンジェル税制の対象企業

信州スタートアップ・承継支援ファンドの投資対象企業



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 日

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

（様式第20号） （信州創生推進資金　事業承継向け）

事　業　計　画　書

（　既存事業を譲り受けようとする方　）

１　譲り受けようとする既存事業の概要

　譲り受けようとする
  既存事業の概要
　（事業の内容、承継
　することが必要とな
　った理由、経緯等）

　譲り受けようとする日

事業承継の形態
(該当するものに☑)

　譲り受けることとした
  理由及び効果見通し

２　譲り受けた後の当該事業に係る収支（損益）計画
（単位：千円）

期目
2 期目 3 期目

売上高等、売上原価
（仕入高）、販管費の
算出根拠をご記入下さ
い。

か月）

　売上高等　①

　売上原価　②

材料費

労務費

その他経費

（その他経費のうち
減価償却費）

　販売費及び
　一般管理費　③

※譲り受けようとする事業の収支計画を決算期ごとに記入してください。

（うち減価償却費）

　営業利益
　（①－②－③）

親族内承継 役員・従業員承継 第三者承継



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 日

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

（様式第20号の２) （信州創生推進資金　事業承継向け）

事　業　計　画　書

（　事業を譲り受けてから５年未満の方　）

１　譲り受けた事業の概要

 譲り受けた事業の概要
（事業の内容、承継する
ことが必要となった理
由、経緯等）

譲り受けた日

事業拡大・発展策

２　当該事業に係る収支（損益）計画
（単位：千円）

期目
2 期目 3 期目

売上高等、売上原価
（仕入高）、販管費の
算出根拠をご記入下さ
い。

か月）

　売上高等　①

　売上原価　②

材料費

労務費

その他経費

（その他経費のうち
減価償却費）

　販売費及び
　一般管理費　③

※譲り受けた事業の収支計画を決算期ごとに記入してください。

（うち減価償却費）

　営業利益
　（①－②－③）



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 日

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

（様式第21号） （信州創生推進資金　IT産業向け）

事　業　計　画　書

１　IT産業に係る事業発展や拡大（以下事業発展等という）の概要

　事業発展等の名称

　事業発展等の概要
　（事業計画、取扱
　製品等）

　事業発展等の
　開始予定日

　事業発展等を実施し
　ようとする理由及び
　効果見通し

２　当該事業展開等に係る収支（損益）計画
（単位：千円）

期目
2 期目 3 期目

売上高等、売上原価
（仕入高）、販管費の
算出根拠をご記入下さ
い。

か月）

　売上高等　①

　売上原価　②

材料費

労務費

その他経費

（その他経費のうち
減価償却費）

　販売費及び
　一般管理費　③

※事業展開等に係る収支計画を決算期ごとに記入してください。

（うち減価償却費）

　営業利益
　（①－②－③）



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 日

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

※事業展開等に係る収支計画を決算期ごとに記入してください。

（うち減価償却費）

　営業利益
　（①－②－③）

（その他経費のうち
減価償却費）

　販売費及び
　一般管理費　③

その他経費

　売上高等　①

　売上原価　②

材料費

労務費

　事業展開等を実施し
　ようとする理由及び
　効果見通し

２　当該事業展開等に係る収支（損益）計画
（単位：千円）

期目
2 期目 3 期目

売上高等、売上原価
（仕入高）、販管費の
算出根拠をご記入下さ
い。

か月）

　事業展開等の概要
　（取扱製品、生産
　量、既存の事業と
　の違い等）

　事業展開等の
　開始予定日

　従来に無い特徴
　（機能、性能等）

　特許等

１　研究開発・事業展開（以下事業展開等という）の概要

　事業展開等の名称

（様式第22号） （信州創生推進資金　事業展開向け）

事　業　計　画　書

（　新しい技術・製品・サービス等の研究開発・事業展開を行おうとする方　）



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

％

年 月 日

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

　現在の事業の
　産業分類の分野

　新分野事業の
　産業分類の分野

　全事業活動に占める
　新分野事業の活動の
　３年後の割合

（事業活動の割合の算定は、生産
額、取引額又は付加価値額によ
る）

（信州創生推進資金　事業展開向け）

事　業　計　画　書

（　事業転換又は新分野進出により経営の多角化を図ろうとする方　）

（様式第22号の２）

１　事業転換又は新分野進出（以下新分野事業という）の概要

　新分野事業の名称

　新分野事業の概要
　（取扱製品、生
　産量、既存の事業
　との違い等）

　新分野事業の
　開始予定日

　新分野事業を実施
　しようとする理由及
　び効果見通し

２　当該新分野事業に係る収支（損益）計画
（単位：千円）

期目
2 期目 3 期目 売上高等、売上原価（仕

入高）、販管費の算出根
拠をご記入下さい。

か月）

　売上高等　①

　売上原価　②

材料費

労務費

その他経費

（その他経費のうち
減価償却費）

　販売費及び
　一般管理費　③

※新分野事業の収支（損益）計画を決算期ごとに記入してください。

（うち減価償却費）

　営業利益
　（①－②－③）



（様式第22号の３）

年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 日

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

（信州創生推進資金　事業展開向け）

事　業　計　画　書

（　AI・IoT・ロボットの研究開発・事業展開、設備導入等を行おうとする方　）

１　研究開発・事業展開、設備導入（以下事業展開等という）の概要

　事業展開等の名称

　事業展開等の概要
（研究・展開する製品,
  導入設備等）

 導入する設備の種類等
  （設備導入の場合）

　【導入設備の種類】該当するものに☑

　　　   AI
　　　   IoT（IoTは機能を1種類以上選択）
　　　　　→   監視　　 保守　　 制御　　 分析
　　　   ロボット
　　※融資対象となることがわかる資料（カタログ等）を添付して下さい。

　事業展開等の
　開始予定日

　事業展開等を実施し
　ようとする理由及び
　効果見通し

２　当該事業展開等に係る収支（損益）計画
（単位：千円）

期目
2 期目 3 期目 売上高等、売上原価（仕

入高）、販管費の算出根
拠をご記入下さい。

か月）

　売上高等　①

　売上原価　②

材料費

労務費

その他経費

（その他経費のうち
減価償却費）

　販売費及び
　一般管理費　③

※事業展開等に係る収支計画を決算期ごとに記入してください。

（うち減価償却費）

　営業利益
　（①－②－③）



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 日

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

商店街の名称

（様式第23号） （信州創生推進資金　地域活性化向け）

事　業　計　画　書

（　商店街の空き店舗に出店しようとする方及び出店後１年以内の方　）

１　出店の概要

　当該店舗の名称

　当該店舗の具体的な
　事業内容

　出店（予定）日

期目
2

か月）

　出店する理由及び
　効果見通し

２　当該店舗に係る収支（損益）計画

　当該店舗の所在地

※個人事業の場合、人件費は事業主分は含めません。

（単位：千円）

3 期目 売上高等、売上原価（仕
入高）、販管費の算出根
拠をご記入下さい。

営業利益
（①－②－③）

　売上原価　②
　（仕入高）

　売上高等　①

人件費※

地代家賃

水道光熱費

減価償却費

その他経費

支払利息

　販売費及び　③
　一般管理費

期目



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

（うち減価償却費）

　営業利益
　（①－②－③）

（その他経費のうち
減価償却費）

　販売費及び
　一般管理費　③

その他経費

売上高等、売上原価
（仕入高）、販管費の
算出根拠をご記入下さ
い。

か月）

　売上高等　①

　売上原価　②

材料費

労務費

2 期目 3 期目

２　県産品製造にかかる収支（損益）計画
（単位：千円）

　必要な経費の額の
　算出方法

（信州創生推進資金　地域活性化向け）

事　業　計　画　書

（　県産品を製造し、地場産業の活性化を図ろうとする方　）

（様式第23号の２）

期目

　具体的な事業の概要

１　県産品製造の内容

　製造する県産品の名称

　必要な経費

　事業の開始時期

　事業を実施することの
　効果見通し



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 日

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

　販売費及び　③
　一般管理費

　整備を実施しようとす
　る理由及び地域の活
　性化への効果見通し

　整備完了予定日

　整備内容

　観光施設等の所在地

（信州創生推進資金　地域活性化向け）

事　業　計　画　書

（　観光施設等の整備により、地域の活性化を図ろうとする方　）

（様式第23号の３）

１　観光施設等の整備内容

　観光施設等の名称

　観光施設等の概要

２　観光施設等整備後の収支（損益）計画
（単位：千円）

期目
2 期目 3 期目 売上高等、売上原価（仕

入高）、販管費の算出根
拠をご記入下さい。

か月）

　売上高等　①

　売上原価　②
　（仕入高）

人件費※

地代家賃

水道光熱費

※施設等整備後の収支計画を決算期ごとに記入してください。

支払利息

営業利益
（①－②－③）

減価償却費

その他経費



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

１「からだに優しい食品」製造の内容

年 月

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

（様式第23号の４） （信州創生推進資金　地域活性化向け）

事　業　計　画　書

（　「からだに優しい食品」を製造する方　）

「からだに優しい食品」の名称

　保健機能食品(注1)の種類
  ※該当するものに☑

　　特定保健用食品 　　 機能性表示食品      栄養機能食品

　必要な経費

　具体的な事業の概要

　必要な経費の額の
　算出方法

　事業の開始時期

　事業を実施することの
　効果見通し

（注1）保健機能食品：国の制度である「保健機能食品制度」 に則った食品

（単位：千円）
２「からだに優しい食品」製造にかかる収支（損益）計画

3 期目 売上高等、売上原価（仕
入高）、販管費の算出根
拠をご記入下さい。

か月）

　売上高等　①

　売上原価　②

期目
2 期目

材料費

労務費

その他経費

（その他経費のうち
減価償却費）

　販売費及び
　一般管理費　③

（うち減価償却費）

　営業利益
　（①－②－③）



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 日

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

（様式第24号） （信州創生推進資金　企業立地向け）

事　業　計　画　書

（　工業団地に工場等の新設又は移転等を行おうとする方　）

　工場等の概要
　（取扱製品、生産
　量等）

１　工場等の新設又は移転等の概要

　工場等の名称

　総雇用者数
新設・移転前 新設・移転後

　工場等の所在地 工業団地の名称
（名称がある場合）

　新設・移転予定日

増減

名 名 名

期目 3 期目 売上高等、売上原価（仕
入高）、販管費の算出根
拠をご記入下さい。

か月）

労務費

　新設・移転の理由
　及び効果見通し

２　当該工場等に係る収支（損益）計画
（単位：千円）

期目
2

材料費

その他経費

　売上高等　①

　売上原価　②

（その他経費のうち
減価償却費）

　販売費及び
　一般管理費　③

※当該工場等のみの収支計画を決算期ごとに記入してください。

（うち減価償却費）

　営業利益
　（①－②－③）



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 日

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

事　業　計　画　書

（様式第24号の２） （信州創生推進資金　企業立地向け）

労務費

材料費

　設備導入予定日

　設備導入の理由
　及び効果見通し

　売上高等　①

　売上原価　②

工業団地の名称
（名称がある場合）

　導入する設備の概要
（種類、取扱製品等）

（その他経費のうち
減価償却費）

（　工業団地内の工場等に新たに１千万円以上の設備導入を行おうとする方　）

（単位：千円）

期目
2 期目

※当該工場のみの収支計画を決算期ごとに記入してください。

２　設備導入後の当該工場等に係る収支（損益）計画

（うち減価償却費）

3 期目
売上高等、売上原価
（仕入高）、販管費の
算出根拠をご記入下さ
い。

　販売費及び
　一般管理費　③

１　設備導入の概要

か月）

　工場等の名称

　工場等の所在地

　営業利益
　（①－②－③）

その他経費



（信州創生推進資金　企業立地向け）

年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 日

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

期目
売上高等、売上原価
（仕入高）、販管費の
算出根拠をご記入下さ
い。

　本社機能を移転す
　る理由及び効果見
　通し

２　本社機能移転後の収支（損益）計画
（単位：千円）

期目
2

か月）
期目 3

材料費

　総雇用者数
移転前

（様式第24号の３）

　移転前の所在地

　移転後の所在地

事　業　計　画　書

（　県外にある本社機能の県内への移転を行おうとする方　）

１　本社機能移転の概要

その他経費

　移転予定日

労務費

　売上高等　①

　売上原価　②

（その他経費のうち
減価償却費）

　販売費及び
　一般管理費　③

※本社以外も含めた全体の収支（損益）計画を記入してください。

（うち減価償却費）

　営業利益
　（①－②－③）

移転後 増減

名 名 名



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

年 月 日

1
（

年 月 期 年 月 期 年 月 期

（様式第25号）

事　業　計　画　書

（信州創生推進資金　ゼロカーボン・次世代産業向け）

１　事業転換又は新規参入する事業（以下次世代事業という）の概要

　次世代事業の分野

期目

　次世代事業の名称

　次世代事業の概要
　（取扱製品、生産
　量等）

　次世代事業
　開始（予定）日

　次世代事業を実施し
　ようとする理由及び
　効果見通し

（単位：千円）

期目
2 期目 3

材料費

売上高等、売上原価
（仕入高）、販管費の
算出根拠をご記入下さ
い。

か月）

２　当該次世代事業に係る収支（損益）計画

　売上高等　①

　売上原価　②

その他経費

　営業利益
　（①－②－③）

※次世代事業のみの収支計画を決算期ごとに記入してください。

　販売費及び
　一般管理費　③

労務費

（その他経費のうち
減価償却費）

（うち減価償却費）



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

（事業計画策定を支援した認定経営革新等支援機関）

住所

氏名又は代表者名

年 月 日

　試作開発等から資金
  回収開始まで相応の
  期間を要する理由

１　事業転換又は新規参入する事業（以下次世代事業という）の概要

　次世代事業を実施し
　ようとする理由及び
　効果見通し

　次世代事業の名称

　次世代事業の概要
　（取扱製品、生産
　量等）

　次世代事業
　開始(予定)日

　次世代事業の分野

認定経営革新等
支援機関名

（信州創生推進資金　ゼロカーボン・次世代産業向け）

事　業　計　画　書

（　試作開発等から資金回収開始まで相応の期間を要する方　）

（様式第25号の２）



1 期目
（

年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期

　材料費

　労務費

　その他の製造経費

（その他経費のうち
　減価償却費）

（うち減価償却費）

※事業内容に対応する実施期間を矢印で記入するとともに、必要に応じ各期に具体的実施内容を記入すること。なお、その期間を要する事象の背景についても内容を記入すること。

※設備資金は２年を超える据置期間、運転資金は１年を超える据置期間を設定した場合、原則年１回、中小企業者は事業年度ごとに認定経営革新等支援機関に対し、計画の実行状況を
　報告すること。実行状況の報告時は、計画の下の矢印に、実際の進捗について矢印で記入すること。収支計画の実績欄は当該報告時に記入すること。

（単位：千円）

（実績）

収
支

(

損
益

)

計
画

　売上高等

　販売費及び一般管理費

　営業利益

（計画） （実績） （計画） （実績） （実績） （計画） （実績） （計画）（計画）

か月）
4 期目

　売上原価

２　次世代事業の事業内容、スケジュール及び収支（損益）計画（スケジュールは矢印にて記入すること）

事業内容
2 期目 3 期目 期目5



年 月 日

住所

企業名

氏名又は代表者名

（ ）

　　　イ　 省エネルギー施設

（ ）

　　　イ　 非化石エネルギー施設

（ ）

　　　　　(注)　該当するものを○により囲み、（　）内に施設名を記入のこと。

（様式第25号の３）

事　業　計　画　書

（　省・非化石エネルギー施設の設置をしようとする方　）

１　業　種　名

２　今回申込みにより設置する施設名及びその商品名

　　　　（信州創生推進資金　ゼロカーボン・次世代産業向け）

　（1）設置する施設名

イ

ロ

　（２）設置する施設の商品名



（様式第26号）                      （信州創生推進資金 海外展開向け） 

 

事 業 計 画 書 

（海外直接投資に係る証券を取得しようとする方） 

  

 年  月  日  

 

住所                    

企業名                   

氏名又は代表者名              

 

 (1)名     称  

(2)所 在 地   

(3)業    種  

  (1)銘    柄  

(2)数    量  

(3)額面金額  

 ３ 証 券 の 種 類  

    （該当分に○） 

 イ 設立新株  ロ 増資新株  ハ 発行済株式 

 ニ 社債（普通・転換）  ホ 出資の持分  ヘ 利札 

  ４ 取 得 の 時 期  

５ 取 得 の 対 価  

６ 資 金 の 使 途  

   （該当分に○） 
 イ 設備資金         ロ 運転資金 

７

䥼

投

資

先

の

概

要 

(1) 名  称                                         

(2) 所  在  地  

 (3) 設 立 年 月 日          (4)資本金  

 (5) 役員、従業員数   日本人 役員  名、従業員  名  その他 役員  名、従業員  名 

 (6) 事 業 内 容 
    (事業計画を含む。)       

 定款記載のものを記入 

その他具体的な製品名、生産計画、販売計画及び対日輸出額等について年度別に向こう３年間分を記入 

（単位 千米ドル） -この欄に書ききれない場合は別紙にすること- 

 

 

 

 

 (7) 申込者との関係 

 イ．申込者の今回出資後の出資比率を記入すること。 

 ロ．平成12年通商産業省告示第799号に掲げる関係を具体的に記入すること。 

 (8)申込者の投資残高   出 資   貸付け  

(9)      出資額 

 出資者 

出 資 前 今 回 出 資 出 資 後 

出 

資 

者 

構 

成 

金   額 比率(%) 金   額 比率(%) 金   額 比率(%) 

申  込  者         

申込者の出資会社       

そ  の  他       

合     計  100.0  100.0  100.0 

   

８．取得しようとする理由  

９．借 入 希 望 額  

 

１

取

得

の 

相

手

方 

２

証

券

の 

内 

 

容 



（様式第26号の２）                    （信州創生推進資金 海外展開向け） 

 

事 業 計 画 書 

（海外直接投資に係る金銭の貸付をしようとする方） 

  

 年  月  日  

 

住所                    

企業名                   

氏名又は代表者名              

                                                

１ 

貸
付
け
の
相
手
方
及
び
そ
の
概
要 

(1)名     称 

 

 

 

資 本 金  

設 立 年 月 日  

(2)所 在 地  

 (3)事業内容 
(事業計画を含む。)  

 定款記載のものを記入 

   その他具体的な製品名、生産計画、販売計画及び対日輸出額等について年度別に向こう３年間分を記入 

  （単位 千米ドル） -この欄に書ききれない場合は別紙にすること- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4)申込者との関係 

申込者の出資比率 % 

その他 

平成12年通商産業省告示第799号に掲げる関係を具体

的に記入すること。 

申込者の出資会社の 
出資比率 

% 

 (5)申込者の投資残高 出 資  貸付け  

 ２ 貸 付 金 額  

 ３ 契 約 時 期  

 ４ 貸 付 時 期  

５ 

条 
 

件 

 (1) 金   利  

 (2) 期   間  

 (3)元利金の回収方法 
 元 本･･･ 

 利 子･･･ 

  ６ 資 金 使 途 
（該当分に○） 

  イ  設備資金             ロ  運転資金 

 ７ 取引を行おうとする理由 

 

 

 

 

 

 ８ 借 入 希 望 額  

 

 



（様式第26号の３）                    （信州創生推進資金 海外展開向け） 

 

事 業 計 画 書 

（外国における支店等の設置又は拡張しようとする方） 

  

 年  月  日  

 

住所                    

企業名                   

氏名又は代表者名              

 

１ 

支 

店 

等 

の 

概 

要 

(1)支 店 等 の 名 称  設 置 年 月 日  

(2)所  在  地  

(3)事 業 内 容 
(事業計画を含む)  

 定款記載のものを記入 

   その他具体的な製品名、生産計画、販売計画及び対日輸出

額等について年度別に向こう３年間分を記入（単位 千米ド

ル） -この欄に書ききれない場合は別紙にすること- 

 

 

 

 

従 業 員 数 

 

うち 

派遣員数 

 

      名 

 

 

   （   名） 

 

 

 

 

 ２ 金     額  

 ３ 資 金 の 使 途 

  （該当分に○） 
  イ  設置に係る資金       ロ  拡張に係る資金   

 ４ 資 金 計 画  

 ５ 取引を行おうとする理由 

 

 

 

 

 

 ６ 借 入 希 望 額  

 

 

 

 



（様式第26号の４）                    （信州創生推進資金 海外展開向け） 

 

事 業 計 画 書 

（海外直接投資の事業に係る従業員教育・調査を行おうとする方） 

  

 年  月  日  

 

住所                    

企業名                   

氏名又は代表者名              

                                                
 

３．従業員教育・調査の実施期間 年    月  ～    年    月 

４．所要資金の額 

  （うち借入希望額） 

 

             円 

 

  （うち借入希望額           円） 

 

 

 

 

１
䥼
投
資
事
業
の
概
要 

(1)投資事業の内容    

(2)支店（投資先）等の名称 
                  

                

 

 (3)支店（投資先）等の所在地  

２．上記事業と従業員教育・調査と 

 の関連性（該当分に○） 

 

 イ 従業員教育（例えば資金使途、支払先等を具体的に記入すること。） 

 

 

 

 

 

 ロ 調    査（例えば資金使途、支払先等を具体的に記入すること。） 

 



（様式第 27 号） 

 

事 業 承 継 同 意 書 

 

 年  月  日 

 

長野県知事  様 

 

所在地 

企業名 

代表者名 

電話番号 

 

このたび、  年  月  日、信州創生推進資金（事業承継向け）にて、融資あっせん申込みを 

行う        への事業譲渡については、異議ありません。 

 


